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青年期の課題と自己成長を促す支援
　日本学生支援機構による平成27年度障害のある学生
の修学支援に関する実態調査（2016）では、大学にお
ける障害学生の数は年々増加しており、右肩上がりに
増加している発達障害のある学生数はもとより、病 ・
虚弱および精神障害のある学生数の急増が目を引いた。
発達障害においては、その併存症あるいは二次性障害
としての精神障害、病 ・ 虚弱の問題との関連は、むし
ろシームレスな側面を含むが、全体としてインビジブ
ルな障害の数が相当数にのぼり、その支援ニーズも大
きいことが示唆される。また、精神障害の好発年齢が
大学生としての青年期に重なることから、大学生とい
う時期に自我同一性の獲得を含む発達課題の遷延化を
きたす状況も示唆され、自己成長を促す、まさに育て
る支援が欠かせないものと考えられる。
発達障害のある学生数の増加とその文化的特異性
　ところで、発達障害の中で、最も報告数が多い障害
が自閉症スペクトラム障害（AutismSpectrumDisor-
der:以下、ASD）であるが、米国あるいは英国などの
海外では、限局性学習障害（SpecificLearningDisorder:
SLD,以下本稿では LD として記述する）および注意欠
如 ・ 多動性障害（Attention Deficit/　Hyperactivity
Disorders：以下、ADHD）が多く報告されており、日
本独自の様相を呈している。日本で開催された第31回
International Congress of Psychology（ICP2016）で
は、Culturalimpactontheassessmentofindividuals
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　Recently,thenumberofstudentswithhiddendisabilitiessuchaspsychologicalanddevelopmental
disordershasbeenincreasinginJapan.Inordertosupportthesestudentsaswellasadolescentswho
havesimilarproblems,itisinevitabletopromotetheirself-growth,andthepresentcollaborativestudy
focusedspecificallyonthe followingthreeaspects:self-understanding,self-decisionmaking,andself-
advocacy from the perspectives of clinical psychology. With the use of clinical and psychological
approachessuchasclinicaldrawings,thequestionnaireabouttraitsanddifficultiesrelatedtodevelop-
mental disorders as well as the questionnaire on help-seeking behaviors/interventions, we have
attemptedtoidentifylatentneedsrelatedtoself-understandingamongstudentswithdisabilitiesand
toimplementinterventionsfortheircareerdevelopmentinthisstudy.Asaresult,wewereableto
identifysomeofthespeciallatentneedsinself-growthandeffectivecluesforcareerdevelopment.The
relationshipbetweentraitsrelatedtodevelopmentaldisordersandcareerdecision-makingwasdeter-
minedwithacollegesamplewithoutdisabilities.Causalmodelsoftheinfluencesofdisabilitytraitsto
decisionmakingthroughemotionalfactorswereexaminedwiththeanalysisofcovariancestructure.
Attentionproblemscombinedwithemotionalissuessuchasanxietyhadanadverseeffectoncareer
decision-making.The results suggest that support for self-decisionmaking is important in a transi-
tionalsupportforemployment.
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withADHD,LD,andASD という招待シンポジウムに
おいて（Takahashi&Davis,2016）、この問題が議論
された。非言語的コミュニケーションが多用される文
化的特異性や日本語特有の音韻情報処理などを背景に、
ASD が多く、LD が少なく報告される可能性が議論さ
れた。加えて、国内外での教育システムの違いも大き
く作用し、今後、卒業試験や単位取得の厳格化、アク
ティブ ・ ラーニングの過度な適用により、ADHD 傾向
のある学生なども、問題を顕在化させる可能性が生じ
ることも考えられた。
就労支援につながる課題
　さらに、発達障害のある学生では、修学上の支援に
おいて、進路決定にかかわる困難さが、その障害特性
との関連で生じやすいことが指摘されている（篠田 ・
沢崎，2015；篠田 ・ 沢崎 ・ 篠田，2015；石井 ・ 篠田 ・
篠田，2015、他）。その際、自己にかかわる諸側面が関
与し、その困難さが修飾されることも明らかとなった。
大学での支援では、自己理解 ・ 自己決定 ・ 自己援助希
求の各過程を確かなものとすることが、就労への適切
な移行においても重要となり、将来の社会資源として
の活躍を前提に、合理的配慮においてもユニバーサル
なサポートと併せての自助努力が不可欠なものと考え
られる。2016年度の産業カウンセリング学会大21回大
会においても、「職場における多様な障害者への理解と
合理的配慮」にかかわる研修会における議論で（篠田 ・
細野，2016）、この点は重要な課題であることが確認さ
れた。
社会的自己の獲得につながる自己理解と障害特性
　田中（2015）は、自己理解の課題として、社会的自
己への移行期における模索の過程とその支援の必要性
とともに、親の養育からの退却に伴う移行期の模索が
同時に進展し、時に多様な慢性的悲哀が加わり、合理
的配慮の取り組みに影響を及ぼすことも、理解してお
く必要性を示唆している。一方で、親のキャリア観が
共生社会における人材育成という共通目標に際し、有
効に左右することもあり（篠田，2012）、青年期の発達
障害のある人の親の養育レジリエンス（鈴木 ・ 小林 ・
稲垣，2015）に着目していくことも、悲哀を引き受け
る以上に、社会的自己の獲得の糧となるものと考えら
れる。また、西村（2015）は、大学における修学支援
を社会参入支援としてとらえ、キャリア教育における
体験過程の変容がコミュニケーション支援を通したキャ
リア支援への展開過程と重なることを指摘し、肯定的
な自己理解が障害特性の理解と並行して獲得される過
程を語りの変容から明らかにしている。
自己理解支援ツールの開発
　発達障害のある学生支援では、Field & Hoffman
（1994）による 自己決定の 5 領域（Know yourself,
Valueyourself,Plan,Act,Experienceoutcomesand
learn）について、成人教育および心理社会的発達の観
点から、その取り組みの必要性が議論されている（Price,
2002）。国内では、認知機能の観点から、メタ認知を含
む遂行機能を補償するスキル支援を認知カウンセリン
グ的文脈で行うといった体系的な試みも提起され（内
田 ・ 中村，2011）、こうした認知 ・ 作業特性をはじめ、
ストレスマネージメントを含む自己管理スキル支援、
対人関係にかかわるアサーションを含むコミュニケー
ションスキル支援、さらに問題解決を主とした短期療
法的な支援など、就労支援やキャリア教育の観点から
も多様な支援方法 ・ ツールの開発が試みられていると
いうのが実際であろう。本共同研究でも、コミュニケー
ションについて、ワークショップを通したスキル支援
の検討を取り上げた。
本共同研究の主旨
　前述したように、合理的配慮の実際においては、特
に目に見えにくいインビジブルな困難さを前に、自己
理解、自己決定、自己援助希求はいずれも、緊喫の課
題となりつつある。本共同研究はその課題解決の一助
として、メンタルサポートと発達 ・ 学修支援を統合し
た臨床心理的アプローチの知見を集積し、重ね着のよ
うにボーダレス化した課題を抱える学生への対応と成
長支援に有効なエコ ・ バランスに優れた支援のあり方
を探索するものである。主な内容は、①学修上の困り
感の自覚とメンタルヘルスの関連についての検討を行
い、支援ニーズの実際を明らかにする②メンタルヘル
スとの関連については、力動的な観点からも検討を行
い、非言語的な支援ニーズの実際を検証する③具体的
な支援につながる援助要請についても、援助要請行動
の研究から、包括性のある援助提供につながる援助要
請のあり方を検討する、の主に 3 つの領域から構成さ
れる（図 1 ）。本研究では主に言語的な反応により検討
されてきた支援ニーズの検証をもとに発達支援とメン
タルヘルスのサポートを融合した形で行うこと、さら
にメンタルヘルスサポートにおいて欠かせない非言語
的な側面の評価を含む検証も加えることで、より包括
性のある支援のあり方を検討し、学生相談を主体とし
たメンタルサポートと障害学生支援を主体とした発達 ・
学修支援を架橋する支援モデルのあり方を探索しよう
とするものである。より簡略に言い換えれば、自己理
解の深化につながる非言語的側面へのアプローチ、自
己理解から自己決定につながる特性と困り感へのアプ
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ローチ、自己援助希求の深化につながる援助要請の促
進へのアプローチの 3 側面から、臨床心理の知を活か
した自己理解とキャリア開発支援を通じて、青年期に
おける自己成長を支える諸要因を検討することが全体
の目標となる。
障害特性が進路決定に及ぼす影響：特性尺度研究
より
　本稿では、各論の紹介に先んじて、以下に研究の契
機となる特性尺度研究を紹介する。
　大学における障害学生の数は年々増加しており特に
発達障害の増加率が高い。ADHD や ASD の診断のあ
る学生は修学上の問題のみならず、就職率が低い（全
大学生が72.6％（平成27年度学校基本調査：文部科学
省）に対して、ADHD が24.5％、ASD が27.3％（日本
学生支援機構，2015））など就職 ・ 進学の移行支援が実
践的課題となっている。しかし、背景にある障害特性
がどのような影響を進路決定に及ぼすのか、具体的な
エビデンスは限られている。
　また、大学において発達障害の特徴がみられ、実際
に教育上の配慮を受けている学生の数は、診断書を有
する学生よりも多い。今後とも、合理的配慮の方向性
として、いわゆるグレーゾーンとされる発達障害の特
徴を有する学生への潜在的支援ニーズを明らかにして
いくことが必要である。今回は、移行支援の課題とも
いえる、進路選択におけるキャリア開発的な対応の支
援ニーズに関する検討を取り上げる。例えば、国外で
は、診断のない大学生においても不注意の傾向が強い
と職業決定に際して自己効力感が下がる（Norwalk,
Norvilitis,&MacLean., 2009）などの指摘がある。国
内でも、一般大学生の特性としての不注意 ・ 多動衝動
傾向（以下 ADHD 傾向）および自閉性スペクトラム
傾向（以下 ASD 傾向）が進路決定に対して影響を与
えることが報告されている（石井他，2015；篠田 ・ 沢
崎，2015）。
　そこで本研究では、一般大学生における ADHD 傾
向および ASD 傾向が、進路決定に与える影響につい
て、特徴が与える直接的影響、および、補償方略の使
用の失敗などの間接的要素や気分変動の影響を含めて
比較検討した。
研究 １
【目的】
　一般大学生における ADHD 傾向が職業決定に及ぼ
す影響を、大学生活における補償方略の使用の失敗や
不安を含めて検討した。
【方法】
１ ）調査協力者
7 つの国立私立大学の文系大学 3 年生235名のう
ち、回答にもれのなかった211名（男性90名、女性
121名；平均年令20.4歳、標準偏差0.67）
２ ）使用尺度
①　ADHD 特性尺度（篠田他，2015）
　ADHD 傾向：DSM- Ⅳ -TR の診断項目（不注意 ８
項目、多動性衝動性 ８ 項目）にあてはまる頻度につ
いて、「頻繁にある」「しばしばある」「たまにある」
「全くない」の 4 件法で回答を求めた。
　ADHD 傾向による補償方略の使用の失敗：ADHD
傾向によって大学生活上で起こる補償方略の使用の
失敗を測定する尺度。「プランニングの弱さ」「対人
的な行動抑止の困難」の 2 つの下位尺度から構成さ
れる。回答は、生起頻度について「頻繁にある」「し
ばしばある」「たまにある」「全くない」の 4 件法で
回答を求めた。
　不安尺度：発達障害傾向のある成人で報告される
不安に関する 4 項目からなる尺度。回答は 4 件法で
求めた。
②　進路決定状況
　職業未決定尺度（下山，19８6）より、「決定」尺度
を用いた。全 4 項目 3 件法で回答を求めた。
【結果と考察】
１ ）ADHD 傾向が職業決定に与える直接的影響
図 １ 　研究体制と役割分担
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　ADHD 傾向が職業決定に直接与える影響を検討する
ために、ADHD 総合得点を独立変数、「決定」を従属
変数とした重回帰分析を行った。その結果、ADHD 総
合得点は「決定」に負の影響を与えていたが、その影
響力はわずかであった（β=－.20,p<.01；R 2 =.04）。次
に、ADHD 傾向の 2 つの下位尺度「不注意」と「多動
性・衝動性」を独立変数、「決定」を従属変数とした重回
帰分析を行った結果、「不注意」のみが「決定」にわず
かに負の影響を与えていた（β=－.31,p<.01；Ｒ 2 =.06）。
２ ）ADHD 傾向に起因する補償方略の使用の失敗が職
業決定に与える影響
　ADHD 傾向と正の相関の高い「プランニングの弱
さ」「対人的な行動抑止の困難」を独立変数、「決定」
を従属変数とした重回帰分析を行った結果、わずかで
はあるが「プランニングの弱さ」のみ「決定」に負の
影響を与えていた（β =－.30,p<.001；R2 =.07）。
３ ）気分変動の影響
　「不安」を独立変数、「決定」を従属変数とした回帰
分析を行った結果、わずかではあるが負の影響が確認
された（β =－.20,p<.001；R 2 =.04）
４ ）ADHD 傾向が職業決定に与える影響（図 ２ ）
　ADHD 傾向の中でも、「不注意」に起因する「プラ
ンニングの弱さ」が職業決定を困難にしていることが
示唆された。一方、プランニングの弱さに起因する「不
安」は．職業決定に影響を与えていなかった。また、
ADHD 傾向に起因する対人関係上の行動抑止の困難
も、気分変動や職業決定に影響を与えていなかった。
研究 ２
【目的】
一般大学生における ASD 傾向が職業決定に及ぼす影
響を、情動知能や不安を含めて検討した。
【方法】
１ ）調査協力者
　私立大学の文系大学 1 ～ 4 年生122名のうち、回答に
もれのなかった11８名（男性37名、女性８1名；平均年令
20.0歳、標準偏差0.91）
２ ）使用尺度
① AQ（Autism-spectrum Quotient）日本語版（若
林 ・ 東條 ・Baron-Cohen・Wheel,2004）
　健常成人を対象とした自閉的傾向を測定する尺度
であり、「社会的スキル」「注意の切替」「細部への注
意」「コミュニケーション」「想像力」の 5 つの下位
尺度から構成される。回答は 4 件法で求めた。
②進路決定状況
　職業未決定尺度（下山，19８6）より、「決定」尺度
を用いた。全 4 項目 3 件法で回答を求めた。
③ EQS（emotionalintelligencescale）日本語版（内
山 ・ 島井 ・ 宇津木 ・ 大竹，2001）
　情動知能を測定する自記入式尺度。本研究では、
予備調査で AQ 総合得点と有意な相関がみられた13
の下位尺度39項目を用いた。回答は 5 件法で求めた。
④不安尺度（篠田他，2015）
　発達障害傾向のある成人で報告される不安に関す
る 4 項目からなる尺度。回答は 4 件法で求めた。
【結果と考察】
１ ）ASD 傾向が職業決定に与える直接的影響
　ASD 傾向が職業決定に直接与える影響を検討するた
めに、AQ 総合得点を独立変数、「決定」を従属変数と
した重回帰分析を行った。その結果、AQ 総合得点は
「決定」に負の影響を与えていたがその影響力はわずか
であった（β =－.2８,p<.01；R2 =.0８）。次に、AQ の 2
図 ２ 　ADHD 傾向が職業決定に与える影響
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つの下位尺度「社会的スキル」「注意の切替」「コミュ
ニケーション」「細部への注意」「想像力」を独立変数、
「決定」を従属変数とした重回帰分析を行った結果、わ
ずかではあるが「注意の切替」のみが「決定」に負の
影響を与えていた（β =－.21,p<.05；R 2 =.11）。
２ ）ASD 傾向に起因する情動知能が職業決定に与える
影響
　ASD 傾向が職業決定に間接的に与える影響を検討す
るために予備調査で AQ 得点と正の相関が一定程度み
られた EQS の下位尺度を独立変数、「決定」を従属変
数とした重回帰分析を行った。その結果、「目標追求」
のみが「決定」に負の影響を与えていた（β =－.30,
p<.01；R 2 =.15）。しかし、本調査では AQ 得点と「目
標追求」との間に因果関係は見られなかった。
３ ）気分変動の影響
　「不安」を独立変数、「決定」を従属変数とした重回
帰分析を行った結果、わずかではあるが負の影響が確
認された（β =－.26,p<.001；R 2 =.07）
４ ）ASD 傾向が職業決定に与える影響（図 ３ ）
　AQ の中でも、「注意の切替」「コミュニケーション」
に起因する「不安」が職業決定を困難にしていること
が示唆された。
【総合考察】
　職業（進路）を決定する時、ADHD 傾向、ASD 傾
向が直接与える影響はわずかであり、障害傾向自体が
職業決定を左右するとは言い難い。一方、ADHD 傾向
では、プランニングの拙さ、ASD 傾向では、不安が職
業の自己決定を妨げており、その背景には「注意」の
諸側面に関わる問題が影響を与えていた。ADHD 傾向
では、不注意に関連するワーキングメモリの拙さや自
己制御の問題、ASD 傾向では注意の切替に関連する認
知的柔軟さの問題がかかわっていることから、総じて
実行機能の拙さを補償するような支援が、職業選択の
意思決定プロセスには求められるといえよう。
　また、コミュニケーションなど対人的な問題は、主
に ASD 傾向で不安を増大させる要因として影響を与
えており、ASD にとっては、注意の切替や対人関係の
問題への対処をストレスマネージメントと同時に支援
することで、不安を緩和し、職業決定に促進的な作用
をもたらす可能性も示唆された。
　課題としては、いずれも前期に調査を行ったが、就
職活動の解禁時期を考慮した調査時期の慎重な設定が
必要となる。また、本研究では研究 1 と研究 2 として、
別のサンプルで検討したが、ADHD 傾向と ASD 傾向
を同一対象者に質問して検討し比較することで、両傾
向とも高いタイプ、片方の傾向のみ高いタイプなどタ
イプ別の検討が可能になる。これにより、より個々人
の特徴に則した支援方法を提供する材料となりえる可
能性もあるといえよう。
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〈付記〉
　本論文は、平成26年度立正大学心理学研究共同研究
（研究代表者　篠田晴男）の助成を受けた。また、全国
高等教育障害学生支援協議会第 1 回大会において発表
したものを一部加筆修正し、論考に加えた。
要　約
　昨今、障害のある学生支援の展開からも、目にみえにくい障害とされる発達 ・ 精神障害のある、ある
いは疑われる学生の増大が指摘されている。本共同研究では、このような学生を想定した支援に、自己
成長の視点が欠かせないものと考え、自己にかかわる 3 側面（自己理解 ・ 自己決定 ・ 自己援助希求）か
ら臨床心理学的研究の手がかりを探索した。臨床描画、障害特性および困り感尺度、あるいは援助要請
尺度によるアプローチにより、潜在的な自己理解支援ニーズを明らかにし、キャリア開発につながる援
助的介入を試みた。本論では、その端緒として、学生の就労支援につながる、職業決定と障害特性との
関連を明らかにするため、大学生を対象に、発達障害傾向が職業未決定に与える影響を比較検討した。
ADHD、ASD いずれの傾向も注意の諸側面に関わる問題を介し間接的に作用し、さらに不安等の情緒的
問題に修飾されることで、職業決定は一段と難しくなることが示唆された。よって、就労へつながる移
行支援には自己決定プロセスへ認知 ・ 情緒面からの支援が重要となるものと考えられた。
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